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（70 ページ）の全訳であるが、序文の一部と事例からなるExibitA －L については、紙幅の都
合上割愛した。



















































































































































































た投資額のうちで3 分の1 少々が卸売業に投資され、その件数は他の部門の3 倍であった。






















































































































































とい う選択はない。例えば、レソタカーの企業は直接投資で外国市 場に事業所を設 営す るこ とに
よってのみサ ービ スを販売することができる。1980 年から1988 年までめG5 諸国間の直接投資の伸










に低下させたが、 また将来においてもそ ういったことはあ りうるだろ うが、直接投資の基底にある
国境を越える動機は強力であり、長期的には容赦なく増加の一途を辿るであろ う。1963 年から1988
年 の25 年間に、対外直接投資の伸びはG5 間で輸出の伸びと比べて約2.5 倍、GNP の伸び七比 べて3.5
倍上回っていた。このような急速な増加が海外直接投資をグローバルな経済統 合 の推進力 に、
おそらくぱ貿易より重要でさえある推進力に高めたのである。 づ
しかし、経済統合の過程は、諸問題をはらんでい る。米国で の日本の直接投資の拡大と成熟にょ










3 米国での企業市民:1990 年 代におけ る新しい 意味
企業市民というのはアズリカで広女りつつある意味深長な概念である。その重要性を今日理解す



























































































































































米国 社会に おけ る日本企業 101
企業 市民についての日本人の見解
アメリカ人の企業市民にういての見解は 日本人 の考え方と際立って異なっているノ 日本では、企
業に対する期待は米国におけ るより狭い。たいていの場合、日本におけ る良き企業市民はそ の従業
員に安定した職を提供し政府に税金を支払 っている企業 である。しかし、伝統的にコミュニティの
問題は アメリカの場合 よりも幅広い権力を 持って いる国家に任されてきた。そんなふ うに日本人が
企業市民を定義する大きな理由は 日本の戦後 の経済の歴史と関 係している。つ まり、企業は戦時の
荒廃からの再建に全精力を傾注した、それらの目標を達成するために、企業は従業員 と安定した関
係を築き上げ ていった。企業は、それらの従業員の献身と引換えに、彼らをレイオツしないで社内
で再訓練した り配置転換を行い、 また会社を解散することは避けて生産を調節した り方 向転換した
りしたい パ
同時に、 日本人は企業 の経済的局面を越えた社会的関与を ア メリカ人 より懐疑 的に み る傾 向か
あった。与える人と受け 入れる人の間の関係がなけ れば、慈善的貢献をしたりボランティア活動に
参 加する人 々の本当 の動機づけは疑わしいものになるだろ う。フィラソソロピ ーや ボランティア活
動に対する懐疑主義は日本が企業 の慈善の寄付に対して与えている税制優遇が相対的に少ないこと
（企業がチャリティに寄付しても税引前利益の1.25 ％ までしか税控除の対象にならな い）、 さらに
は科学や技術分野以外の非営利組織が税額控除の恩典を受け ることの難しさに表わ れてい る。
より最近では、環境規制、海外投資、地域開発、そして労働市場等の傾向が日本 での企業市民の
考え方を拡大する方向に作用している。1960 年代において、環境問題は危機的状態に到達し、産業
や政府の活動は戦後の産業発展によって引 き起こされた被害を償 うよう要請されたレ1980 年代 の後
半には、経済は円高に より大きな影響を被ったので、企業は工場閉鎖、労働者の削 減、および海外
生産を余儀なくされるような厳しト 圧力に直面した。 既にかなりの製造企業がもっと低 コストの生
産立地を求めて韓国、台湾、タイ、シンガポ ールに、また より近い消費者市場を求 めて米国や ヨー
ロッパへと移転した。さらに、日本人の生活の質 の改善を 目指して国際空港や地方 の空港、リゾー
ト地、マ リーナや公共の文化施設などが既存の市や町に整備されてくるにっ れて、全国的に新 しい
ドタマティ ヅクな開発の波がコミュニティに押し寄せてきた。そして新しい先進的な コミュニティ
や 「テクノポリス」が誕生した。さらに、人 口統計的に男子労働者の数が減少傾向を示すにつ れて、
これまで より多 数の女子や外国人労働者が労働市場に参入してくるであろ う。これらの変化に直面
して、米国で事業を行っている日本企業の経験は、日本の親会社に アイディアと教訓を提供するこ
とになるであろう。 ニ～
米 国での日本企業が経験する学習プロセスから、企業市民としての人 々の新しい期待に応え るの
が容易なものではないことが理解されてこ よう。 アメリカ人は日本人投資家に異常 に神経質なので、















































囲 全 く反 対
圖 か な り 反対
囲 賛 成 も 反対 もし ない 、分 か らな い ／ 拒 否
□ か な り賛 成
口 全 く賛 成
圖 全 く反 対
囲 か な り反対
囲 何 と も言 え な い 、 意 見な し
□ か な り賛 成






























































・環 境 を保 護 する
・アメリカ人をトップ・マネジメントの職 位 にっ ける
・アメリカ企業 からより多くの製 品 やサ ービ スを購 入す る
・より多くの 雇用を創り出す
・日本 企業 を成功に導い た方 法をアメリカ人 に理解
させ 援 助 する
・現 地のチャリティに貢 献する
ヽアメリカ人 に日本文化 へのアクセスを与える










・ 職・雇 用を創 造 する
・ 経 済を成長させる
・ 日本が 米 国に資 金を運 んでくる
・ 新 技術 が 導 入される
・ 日米 関 係 が改 善される
・ アメリカおよびアメリカ企業 の競 争力 を高める
・製 品の 品 質を改 善する
・企 業の 管 理・運 営を改 善する
・ 価 格を低く維持 あるいは現 在 以 下 に抑 える
30.5%
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なっている。 この問題については特に 口やかましかった、TRW の前政策分析担当 副社長 のパット
・コート氏によれば、「日本は何百人ものワシントン特別区のロビ ースト、腕利きの弁護士、前高級
官僚、PR の専門家、政治顧問、さらには大統領経験者さえも雇ってお り、少なくとも毎年1 億ド
ルを費やしている。 また全米に張 りめぐらした地域ごとのネ ットワークを通 じてアメリカの世論形
成のために毎年さらに3 億ドルを費やしている」、のである。
図4 －9 が示す ように、日本企業 がアメリカの政治で演ずる役割についての懸念が次のような見













































































































圖 前 向 き … ………
□ 中 立 ，
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り、ほんの ＼% が現地の政治家事務所への政治献金をしており、政治活動委員会組織を設営してい
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本企業として見られることを望んでいる。
図5-7 貴社の子会社がそのコミュニテ4 から企業としてみてもらいたいのは以下の項目のどれですか。
・ ア メリ カ の環 境 に適 応 し た日 本 企 業 と し て
・ た また ま投 資家 が 日本 人 で あ る ア メ リ カ 企業 とし て
・ ユニ ーク な 日 本 企業 と し て
・ そ の他





























































・従 業 員の満 足とかコミュニティのメンバ ーからの評 価 などによって測定
されるそのコミュニ ティからの前 向 きな(好 意的 な)反 応
・労 働者 の 質 の改 善
・現 地 メデ ィ ア に よる 前 向 き な 報道
・売上 の増 大
・政 府官 吏 と の 関係 の 改 善
・規 制 当局 との 関係 の改 善 し
・子 会社 が 主 催するイベントに多くの 人が 出 席したり、奨 学 資 金の 受領 者 が好 成
績を修 めるといったように 企業 市 民としての活 動で 直接 的な結 果 が出 ること
・何 も大 き な便 益が ない




















諸 資 源 の欠如一 図6 －3 に示 す よ うに 、 日本 企業 は 企業 市民 とし て の活動 を 拡 大 す る のに さ ま
ざ まな 制約 に直 面し て い る。 企業 市 民 とし て の ア メリ カ人 の期待を 理 解 で きない とい う日本 企業 も
ほ ん の少 し は存 在す る が、 数多 く の子 会社 は も っと活 動す るには 人的 お よび 金銭 的 資 源 が足 りない
と言 ってお り、 アメ リカで の企業 市 民 につ い て の正 しい 理解 がな され て いな い こ と が伺 加え る。 コ
ミュ ニテ ィへ の参 加に は金 銭的 な重 荷 を負 う必要 は ない。 ボラ ンテ ィア活 動 の推 進 から 専 門知 識 の
提供 や 現地 労働 者 の採用 まで、 資金 や 労力 の点 でほ と んど コス トのか か らな い多 く の活 動 が存 在す




























































図6-4 次 に 示 し だ のは 企 業 がそ の 企 業 市 民 に な る の に 使 う5 つ の 可 能 な 手 段 で す ．
貴 社 の 子 会 社に と っ て こ れ ら の 手 段 の そ れ ぞ れ が ど れ だ け 重 要 で あ る か 、O
は 全 然 重 要で な い 、10 は 極 め て 重 要 で あ る と し て 、O か ら10 まで の 尺 度
で 評 価 し て 下さ い七・ ．・・ ．・ ・・ ．・ ・．・．
．・
・ フ ィ ラ ン ソロ ピ ー
・ 人 事 に関 する 決 定 や方 針
・ 子 会 社 に よるリ ーダ ー シップ と名 声
・ 寄 付 金 以 外の 寄与 し
























子会社による寄付レベルー 図6-5 に示すように、在米日本企業の中で税引前利益のO.b ％以
上を寄付している企業の比率は低く、1 ％以上を寄付しているのは9 社に1 社でしかない。大企業
や創設の企業ではもっと寄付を行うが、駐在員事務所だけの企業は全然寄付をしない傾向かある。
図6-5 貴社の子会社は、平均して税引前利益の何％を寄付行為に充てていますか。43.8%
ゼロ0-0.5 ％0.5-1%1-1.5%1.5-2%2-3 ％ 3-4% 4-5%5% 以上 分からない/いえない
























































































































































































































調査結果に よれば、将来は企業市民活動がさらに盛んになるこ とが示唆されてい る。企業市民と
しで極めてあるト は非常に積極的であると答えた諸企業は、活動範囲を拡大したい(62 ％）、そ れへ
の支出を増加させる（51 ％）、それらの活動をより見やすいものにする几48％）、 と回答している。
136 経営 論集 第44号(1997 年2 月 ）
しかし、現在不活発である企業の3 分の2 は現状を維持したいと考えている。 事例研究を行った3
社とも、それぞれ非常に特色あるや り方で企業市民活動の拡大を計画してい る。計画に対してその
ような野心を持つことはこれらの企業 が米国でもっと受け 入れられるために も、またパートナーで



























































138 経営論 集 第44 号（1997 年2 月）
ビジネスにおける進展著しいグローバリゼーションは企業市民活動について選択の余地を残さな
い。今のところ、日本企業は企業市民権の必要性を受け入れる方向に向かっているように見えるが、
日本企業がグローバル企業としてその立場に相応しい十分な責任を引き受け ようとするのであれば、
なさなげればならない仕事は大量にある。最後に、企業市民の実践はアメリカ流のビジネスを行う
際の基本部分であり、将来においてさらに重要となろう。日本企業にとって必要なことは、日本企
業とアメリカのコミュニティ間のパートナーシップを強化することによって、企業市民の考え方を
よく理解し、ビジネスを通じてそれをより十分に活用することであろう。
犬 （1996年10月3 日受理）
